第１４回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨
日　時：平成２２年８月４日（水）１１時３０分から１２時１０分
場　所：府庁本館３階　会計局分室
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、清水涼子氏）

会計局長ほか、新公会計制度グループ員３名

◎アドバイザーの主な意見

【大阪府の新公会計制度（案）について】

· 総務省は、地方自治体の監査制度の見直しを検討しているが、監査の意義がきちんと整理されていく必要がある。財務諸表については、監査がその正確性を検証するなど、信頼性を保証する仕組み（財務諸表監査）の検討が重要。
· 民間企業会計の実務・考え方の導入に当たっては、民間の企業会計で全て良いとは限らないので、行政にとって適切なものを導入するという留意が必要。

· 純資産変動分析表の表側「Ⅰ．固定資産のうち負債を伴わない額の増減」は、固定資産のうち財源として充当した「対応負債」を超える額の増減であることを、分かりやすい言葉で示すこと。

· 【新公会計制度における資産の計上範囲について】
· 懸案となっていた国道（指定区間外）と、一級河川（指定区間）・二級河川については、資産の実質的な所有（支配）の実態をより正確に財務諸表に表示するため、償却資産（工作物等）は資産として計上し、非償却資産（土地）は今後取得するものを含めて資産計上しないことについて了解。
　※なお、当日午前１０時４０分からアドバイザー同席の下、「大阪府の新公会計制度（案）」の内容を橋下知事へ報告しました。
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